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   監査結果に基づき市長が講じた措置の公表 

 令和３年５月２８日付け監査第３５号の監査結果に基づき市長が講じた措置について

通知を受けたので、地方自治法第１９９条第１４項の規定により、当該通知に係る事項

を次のとおり公表する。 

№ 指 摘 等 の 内 容 措 置 状 況 

１ 小田原市立中央図書案特定建築物環境

衛生管理業務委託契約（令和２年度契約金

額９３７，２００円）を執行する際に、調

査した限りでは平成３０年度以降毎年同

じ 4 者を指名していた。 

いずれの年度も同じ者が落札し契約を

締結しているが、指名業者の固定化は競争

を阻害する要因となることから、入札実績

等により適宜指名業者を入れ替えるなど

の対応が求められる。（図書館） 

 令和３年度の同契約については、業者

を１者入れ替える措置を講じた。 

 今後も指摘のとおり入札実績等によ

り適宜指名業者を入れ替えるなどの対

応を図っていく。 

２ 清掃手数料システム賃貸借契約におい

て、受託者が個人情報の取扱いを第三者に

委託する場合、市の書面による許諾が必要

であると定めている。 

しかしながら、受託者が再委託許諾願を

市へ提出していたにも関わらず、市は書面

による許諾を行わず、委託の範囲、個人情

 指摘された内容については、許諾日及

び許諾期間について法制面での確認を

行い、令和３年３月１８日付で、許諾期

間を平成３１年４月２６日から令和６

年６月３０日までとして許諾すること

を受託者へ書面で通知した。 



報の取扱い等を確定することを怠った。 

個人情報については、漏えいや紛失が起

こらぬよう、市は発注者の責務を果たさな

ければならない。（環境保護課） 

３ 市の個人情報保護条例及び個人情報取

扱事務委託要領により、委託契約に当た

り、受託者において個人情報を取り扱うこ

とが予定されているときは、受託者におけ

る個人情報管理体制を記載した書面の提

出が義務付けられた「契約類型Ⅱ」による

契約書式により契約を締結し、受託者から

個人情報の管理体制に係る届出を受ける

こととされている。 

しかしながら、道路改良事業に伴う家屋

調査等の委託契約において、居住者に関す

る調査など、個人情報を取り扱うことが予

定されていたにも関わらず、個人情報管理

体制を記載した書面の提出が義務付けら

れていない「契約類型Ⅲ」の契約書式によ

り契約を締結し、受託者からの届出も受け

ていない事例が見受けられた。 

個人情報を取り扱うことが予定されて

いる委託契約に当たっては、市は、受託者

が個人情報保護のために講ずべき措置を

明らかにするとともに、受託者の個人情報

管理体制を確認する必要がある。 

（建設政策課、道水路整備課） 

 今回の指摘を踏まえ、個人情報の取扱

いに留意していく必要があると考えて

おり、今後の類似業務については「契約

類型Ⅱ」による契約書式により、受託者

が個人情報保護のために講ずべき措置

を明らかにし、個人情報の管理体制に係

る届出を受けることで、受託者の個人情

報管理体制を確認する。 

 また、他の委託業務についても、業務

内容に適した個人情報取扱の契約書式

により契約を締結するよう留意する。 

 


